
栗東市におけるマンション管理の実態調査
及び認定制度活用に向けた取組
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栗東市の概要
滋賀県の南部に位置し、市の北部は平坦地、南部は緑豊
かな山地となっています。国道1号・8号の通過、名神高速道
路栗東インターチェンジの設置など、交通の要衝として、製
造業・商業・流通業など数多くの企業が立地しています。
また、平成3年、JR琵琶湖線栗東駅が開設されたことにより、
京阪神への通勤圏となり、大規模な住宅整備が進み、人口
増加が続いています。
本市には30件のマンションがあり、半数以上が栗東駅周
辺に集中しています。また、築30年を超えるマンションが4棟
あり、今後も年数の経過とともに高経年マンション数の増加
が見込まれます。マンションの管理不全を未然に防ぎ、管理
組合の自律的な運営による適正な管理を促進することを目
的とし、令和5年度「マンション管理適正化・再生推進事業」
を実施し、現在、栗東市マンション管理適正化推進計画を策
定中です。

面積 ５２．６９ ｋ㎡

人口 ７０，２９０人 （令和６年４月１日現在）
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事業の実施内容
背景及び目的

本市のマンションの管理実態について、令和3年度に滋賀県のアンケート調査が行われました

が、回答数が少なく、実態が把握できていませんでした。マンション管理適正化計画の策定に先

立ち、マンション管理組合の運営実態や修繕計画の状況等改めて調査するとともに、調査自体を

マンション管理適正化の啓発の機会としました。

事業の内容

・マンション管理組合を対象としたアンケート調査の実施

・築20年以上またはヒアリング予定のマンション外観調査
・マンション管理会社に対するヒアリング調査

・管理計画認定制度の活用に向けたマニュアルの作成

3



アンケート調査
・調査対象 市内全マンション

・対象リスト作成方法 税務部局から情報入手

・調査票の配布方法 管理組合理事長宛に郵送

・調査票の回収率 送付30件、回収18件、回収率60％

・回収率の向上に係る工夫 郵送により2回督促を実施

（18件の内、7件は再送付により回収）

・調査項目上の工夫

調査票は2色使い、アンケートに答えることで、今後の
管理計画認定制度において、基準を満たすか確認でき
るようにし、調査を兼ねた啓発を実施しました。
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アンケート結果
・マンションの実態把握という点では、アンケートと

しては回収率が高く、評価できます。

・アンケートを通じた啓発については、回答者が自身の

マンションの管理状態を見直すことに加え、管理

計画認定制度の知識の習得を、回答することで行う

ことができました。

・今後の課題としては、アンケートが送付できなかった

マンション（4件）および未回答だったマンションに
ついては、今後も実態把握を進める必要があります。

・アンケートの回答があったマンションについても、管

理計画の認定の基準を下回る項目が複数にわたるマン

ションも多くあり、適正管理に向けた取り組みを進め

る必要があります。
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マンション外観調査
現地調査を行うに当たっては、築20年以上のマンショ
ンを基本としつつ、ヒアリング調査の対象とした築20年
未満のマンションを加え実施しました。

調査方法 敷地外からの外観目視調査

調査実施の周知 管理組合宛に事前通知

調査項目 ・周囲4方向からの全景

・劣化部分の個別撮影

調査件数 25件

調査結果 高経年マンションで1件劣化を確認

それ以外のマンションは劣化は確認

できませんでした。
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管理会社へのヒアリング調査
アンケート調査の結果を踏まえ、管理会社5社（管理マンション数としては7件）を抽出して
ヒアリング調査を実施しました。

抽出理由 ・認定基準を大方満たしている 2社 ・認定基準をあまり満たしていない 2社

・複数（3件）管理している 1社 計 5社

調査方法 ZOOM及び電話

調査結果 〇多くの管理組合は、管理人や管理会社にマンション管理の全般を任せて

いる状況であるものと見受けられました。

〇栗東市の特徴として下記の特徴があることがわかりました。

・管理状態が悪くないため、管理不全に対する危機感が薄い

・修繕積立金額が国の基準より低いマンションが多い

・コミュニティ活動が活発である

・駐車料金が安く駐車料収入が少ない
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認定制度活用に向けたマニュアル作成
背景 マンション管理組合に、管理計画認定に興味をもって

もらい、申請の際には準備しやすくすることで認定を促し、

担当職員にとっても説明しやすいマニュアルを作成し、適正

な管理の周知に努め、意識の醸成を図る必要があります。

作成方法

・ガイドラインの硬い表現は、一般の方が見ることを念頭に

わかりやすくなるよう留意

・本市の運用方法・予定等を鑑みながら、記載するか判断

・先進事例を参考にしながら、わかりやすいものを取捨選択
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マニュアル作成上の工夫①
〇認定基準

・チェックシートをメインにして、認定基準にまず合致する

のかを優先して確認できるように作成。

・管理組合の課題として、管理会社に任せていることも多く、

管理組合で把握していない項目が多いことを想定し、

何を見るとその項目が確認できるのか示すようにしています。

〇Ｑ＆Ａ

・よくある疑問点が解決出来るよう、Ｑ＆Ａを掲載しました。

・進めながら、必要に応じて更新していくことを想定して

います。

10



マニュアル作成上の工夫②
・巻末に付いていることが多いチェックシートをマニュアルのメイン

・項目の中身がどこに記載されているか、下線を引いて表記

・今後の改定を念頭に

置いて、いつ時点の

情報かが分かるよう

に留意

・挿絵等は見てもらい

やすいように多めに

配置
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マニュアル作成上の工夫③

・出来るだけ、本マニュアルのみを見て事足りるよう留意

（ガイドラインなど他の資料をあわせて参照しなくて済むように必要な情報は記載）

・URLにある数字「1」とローマ字「I」の違いがわかりにくいので、ルビを配置
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事業のまとめ
・アンケート調査、外観目視調査にて、現状が把握できましたが、アンケート調査に未回答のマンションが

問題を抱えている可能性もあるため、引き続き個別調査等により、実態把握に努めます。

・アンケート調査やヒアリング調査の結果より、現状では、管理組合のマンション適正管理への意識は特に高くはなく、

多くの管理組合は、管理人や管理会社にマンション管理の全般を任せているものと見受けられます。

・マンション管理計画認定制度の認定基準と照らし合わせると、多くのマンションにおいて修繕積立金が不足している

状況となっています。

・アンケート調査の結果、マンション管理計画認定制度に対しては、「詳細がわからないと何とも言えない」が半数、

「興味がある」が4割強を占めているため、まずは情報発信や啓発活動を進めます。

・マンション管理適正化推進計画策定後、管理計画認定制度を開始していく予定であるため、その周知に合わ

せて、マニュアルを各管理組合に配布することで、認定制度を推進していきます。
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